
 

 

 

News Release 

EY Japan 

 

2025 年 3 月 3 日 

EY Japan、総務省の「地域社会 DX 推進パッケージ事業」における計画策定支援の支援先団体の 1 次公

募を開始及び公募説明会を開催 
 

 

EY ストラテジー・アンド・コンサルティング株式会社（東京都千代田区、代表取締役社長：近藤 聡、以下、

EYSC）は、総務省の「地域課題解決に資する計画策定支援に関する調査研究等の請負（以下、本事業）」を受

託したことを受け、令和 6 年度補正予算「地域社会 DX 推進パッケージ事業」における計画策定支援の支援先

団体の 1 次公募を開始しました。また、本事業の概要や応募方法ならびに本事業をより良く知っていただくため

の、公募説明会を開催します。 

 

計画策定支援事業について 

現在、地方には人口減少や少子高齢化、産業空洞化などの社会課題があり、これまでの地方創生の成果を最

大限に活用しつつ、国や地方の取組を大きく向上させることで、これらの社会課題を解決し、地方の魅力を向上

させることを通じて、地方活性化を図ることが求められています。  

デジタル技術はこのような地方が抱える社会課題を解決するための鍵であり、新しい付加価値を生み出す源泉

です。このため、デジタルインフラを急速に整備し、官民双方で地方におけるデジタル・トランスフォーメーション

（DX）を積極的に推進していく必要があります。 

一方、地方公共団体等においてもデジタル技術の活用に対する関心は高まってきているものの、実際に デジタ

ル技術の導入・運用に当たっては、通信技術に関する知見や費用対効果の分析などのノウハウが必要になる

ため、人材不足などによって導入・運用するための計画策定すら難しい地域もあり、未だ約半数の地方公共団

体では地域課題解決のためにデジタル技術の導入に取り組んだ事例がない状況にあります。  

このような現状を踏まえ、総務省では「地域社会 DX 推進パッケージ事業」の一環として、地方公共団体等が具

体的な検討を進めるために必要な情報を提供し、導入・運用計画の策定を支援することを目的として、本事業を

実施します。 

 

地域社会 DX 推進パッケージ事業について 

 

公募について 

募集対象 

デジタル技術を活用して地域課題の解決に取り組みたいと考えている又はその関心のある地方公共団体等 

※ 財政力指数が 1 以上の地方公共団体及びその地域内で取組を実施しようとする団体などは本支援の対象

外となります。 

注）財政力指数についてはこちらを参照ください。 

※ 地域課題の解決に資する取組を実施するための計画策定が支援対象です。庁舎内のネットワーク整備等、

地域課題の解決に直接つながらない取組に関する計画策定は対象外となります。 

※ 地方公共団体以外については、地方公共団体が出資する法人又は非営利法人による応募に限ります。 

http://www.soumu.go.jp/menu_seisaku/ictseisaku/ictriyou/digital_kiban/index.html
http://www.soumu.go.jp/menu_seisaku/toukei/02zaisei07_04000131.html


 

 

 

 

支援内容 

A：地域課題整理及びソリューション検討支援 

解決すべき地域課題の調査・分析・整理から、デジタル技術を活用した当該地域課題の解決策の検討・立案ま

でを伴走支援します。 

B：ソリューション実装計画の策定支援 

支援先団体内における予算要求や国の補助金・交付金への申請・提案等への活用も念頭に置いた、デジタル

技術を活用して地域課題の解決を図るためのソリューション実装計画の策定を伴走支援します。 

 

スケジュール 

2025 年 3 月 3 日～3 月 21 日 1 次公募 

2025 年 3 月末頃  支援先団体の公表 

2025 年 4 月～7 月頃  1 次選定団体に対する計画策定支援の実施 

 

募集要領 

「地域社会 DX 推進パッケージ事業（計画策定支援）募集要領」 

 

応募方法 

1.  応募期間 

2025 年 3 月 3 日（月）から 2025 年 3 月 21 日（金）16 時まで 

2.  応募方法 

本事業への応募に当たっては、本事業の実施要領をご覧いただき、所定の応募様式に記載の上、事務局あて

にメールにてご提出ください。 

応募様式はこちら 

 

【内容に関する問い合わせ・公募に係る相談（事務局連絡先）】 

EY ストラテジー・アンド・コンサルティング株式会社 地域社会 DX 推進パッケージ事業（計画策定支援）担当 

mic.dx.shinsei@jp.ey.com 

070-8785-2714 

 

公募説明会 

1． 対象者 

総務省令和６年度補正地域社会 DX 推進パッケージ事業（計画策定支援）への応募を検討中の地方公共団

体、地方公共団体が出資する法人又は非営利法人。  

2．開催日時  

2025 年 3 月 11 日（火）13:00～14:00 

3．開催方法  

http://www.soumu.go.jp/main_content/000993201.pdf
https://www.soumu.go.jp/main_content/000993212.xlsx


 

 

 

オンライン開催 （Microsoft Teams） 

4．お申し込み方法  

説明会に参加を希望される方は、2025 年 3 月 7 日（金）16:00 までに、下記の登録フォームより必須項目を

ご入力ください。お申し込いただいたメールアドレスあてに説明会前日までに視聴用の URL を送付いたします。 

登録フォーム  

 

 

〈EY について〉 

EY は、クライアント、EY のメンバー、社会、そして地球のために新たな価値を創出するとともに、資本市場における信頼を確立していくこと

で、より良い社会の構築を目指しています。  データ、AI、および先進テクノロジーの活用により、EY のチームはクライアントが確信を持って

未来を形づくるための支援を行い、現在、そして未来における喫緊の課題への解決策を導き出します。  EY のチームの活動領域は、アシュ

アランス、コンサルティング、税務、ストラテジー、トランザクションの全領域にわたります。蓄積した業界の知見やグローバルに連携したさま

ざまな分野にわたるネットワーク、多様なエコシステムパートナーに支えられ、150 以上の国と地域でサービスを提供しています。  
 
 All in to shape the future with confidence.   
 
EY とは、アーンスト・アンド・ヤング・グローバル・リミテッドのグローバルネットワークであり、単体、もしくは複数のメンバーファームを指し、

各メンバーファームは法的に独立した組織です。アーンスト・アンド・ヤング・グローバル・リミテッドは、英国の保証有限責任会社であり、顧

客サービスは提供していません。EY による個人情報の取得・利用の方法や、データ保護に関する法令により個人情報の主体が有する権

利については、ey.com/privacy をご確認ください。EY のメンバーファームは、現地の法令により禁止されている場合、法務サービスを提

供することはありません。EY について詳しくは、ey.com をご覧ください。  
 
〈EY ストラテジー・アンド・トランザクションについて〉 

EY ストラテジー・アンド・トランザクションは、クライアントと共に、そのエコシステムの再認識、事業ポートフォリオの再構築、より良い未来に

向けた変革の実施を支援し、この複雑な時代を乗り切る舵取りを支えます。グローバルレベルのネットワークと規模を有する EY ストラテジ

ー・アンド・トランザクションは、クライアントの企業戦略、キャピタル戦略、トランザクション戦略、ターンアラウンド戦略の推進から実行までサ

ポートし、あらゆるマーケット環境における迅速な価値創出、クロスボーダーのキャピタルフローを支え、マーケットに新たな商品とイノベーシ

ョンをもたらす活動を支援します。EY ストラテジー・アンド・トランザクションは、クライアントが長期的価値をはぐくみ、より良い社会を構築す

ることに貢献します。詳しくは、ey.com/ja_jp/strategy-transactions をご覧ください。 
 
 
〈EY のコンサルティングサービスについて〉 

EY のコンサルティングサービスは、人、テクノロジー、イノベーションの力でビジネスを変革し、より良い社会を構築していきます。私たちは、

変革、すなわちトランスフォーメーションの領域で世界トップクラスのコンサルタントになることを目指しています。7 万人を超える EY のコン

サルタントは、その多様性とスキルを生かして、人を中心に据え（humans@center）、迅速にテクノロジーを実用化し

（technology@speed）、大規模にイノベーションを推進し（innovation@scale）、クライアントのトランスフォーメーションを支援します。これ

らの変革を推進することにより、人、クライアント、社会にとっての長期的価値を創造していきます。詳しくは ey.com/ja_jp/consulting をご

覧ください。  

 
 

《 本件に関するお問い合わせ 》 

EY Japan BMC (Brand, Marketing and Communications) 

japan.corporatecomm@jp.ey.com  

file:///C:/Users/Hideharu.Fujimori/Desktop/ニュースリリース/総務省/globaleysurvey.ey.com/jfe/form/SV_0Uu5CaiUTP0s6wu
https://www.ey.com/ja_jp/consulting/
mailto:japan.corporatecomm@jp.ey.com

